
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

第１回 地域包括ケアシステム特別オープンセミナー 

「地域包括ケアシステムの長期的ビジョン -２０４０年を見据えて-」 
平成 27 年 7 月 17 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ショートレクチャー 

「2040 年を見据えた課題と先進事例」 

 

① 2040 年を見据えた今後の課題 

 

辻 哲夫 氏  （医療経済研究機構 副所長） 
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２０４０年を見据えた今後の課題

医療経済研究機構

辻 哲夫

人口ピラミッドの変化（2012，2030，2055） -平成24年中位推計-

2012年(実績) 2030年 2055年

75歳～
1,522(12%)

65～74歳
1,560(12%)

18～64歳
7,657(60%)

～17歳
2,008(16%)

総人口
1億2,749万人

総人口
1億1,661万人

総人口
9,193万人

75歳～
2,278(19%)

75歳～
2,401(26%)

65～74歳
1,406(12%)

65～74歳
1,224(13%)

18～64歳
6,483(56%) 18～64歳

4,506(49%)

～17歳
1,492(13%)

～17歳
1,061(12%)

2013年～
生まれ

2013年～
生まれ

注：2012年は国勢調査結果。総人口には年齢不詳人口を含むため、年齢階級別人口の合計と一致しない。 2030・2055年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」の出生中位・死亡中位仮定による
推計結果

5.4万 25.3万 65.7万
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２０２５年度高齢者数

２００５年度高齢者数

全国平均
546,213人（2005年度）
738,872人（2025年度）

単位：人

【資料】
２005年の高齢者人口については、総務省統計局「平成１７年国勢調査第１次基本集計（確定値）」
2025年の高齢者人口については、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成１４年３月推計）」

高齢者人口は、今後20年間、首都圏を始めとする都市部を中心に増加し、高齢者への
介護サービス量の増加が見込まれるとともに、高齢者の「住まい」の問題等への対応が不
可欠になる。

都道府県別高齢者数の増加状況

3

都道府県別高齢化率(2010年) ×人口減少率(2010～40年) 

資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」．
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日本人女性の生存率の推移

5

地域包括ケアシステム

6
資料：2012年7月11日厚生労働省
在宅医療連携拠点事業説明会より



在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院等の役割（イメージ）

出典：2012年7月11日厚生労働省
在宅医療連携拠点事業説明会資料

と

の両方についてコーディネートと連携のルールを定めていく

豊四季

南地域北地域

地域医療拠点

：副主治医機能集中診療所 ：コーディネート等拠点事務局：主治医（可能な場合は副主治医）

相互に主・副

相互に主・副
相互に主・副

副主治医機能依頼

副主治医機能依頼

副主治医機能依頼
副主治医機能依頼

相互に主・副
副主治医機能依頼

相互に主・副

副主治医機能依頼

相互に主・副

8

:訪問看護 ：介護支援専門員 ：訪問介護 ：訪問薬剤 ：訪問歯科

口腔ケア依頼

顔の見える関係会議にて
ルールの浸透を図る

主治医・副主治医 多職種チーム



自宅

サービス付き高齢者向
け住宅

ケアハウスやマンション

自宅

アパートや高齢者住宅

自宅

地域社会がひとつの施設・病院（こぶし園小山氏資料を基に作成）
介護付き住宅ではなく、介護付きの地域社会が可能

小規模多機能サービス
定期訪問随時サービス

在宅療養支援診療所

地域包括ケアシステム

10
左図及び文章：2012年7月11日厚生労働省在宅医療連携拠点事業説明会より
右図：地域包括ケア研究会. 「地域包括ケアシステム構築における今後の検討のための論点」, 2013より



辻 哲夫 ( つじ てつお )  

 
【 現 職 】 

医療経済研究機構 副所長 
東京大学 高齢社会総合研究機構 特任教授 
 
 

【 学歴および職歴 】 
1971 年 6 月 東京大学法学部 卒業 
 
1971 年 7 月 厚生省入省 厚生省大臣官房人事課 

老人福祉課長 
国民健康保険課長 
大臣官房審議官（医療保険、健康政策担当） 
官房長 
保険局長 
厚生労働事務次官 

2008 年 4 月 田園調布学園大学 教授 
2009 年 4 月 東京大学高齢社会総合研究機構 教授 
現在     東京大学高齢社会総合研究機構 特任教授  

 
 
【 著書・編著書 】 

 
「日本の医療制度改革がめざすもの」（時事通信社） 
「超高齢社会 日本の挑戦」（時評社） 
「地域包括ケアのすすめ 在宅医療推進のための多職種連携の試み」（東京大学出版会） 

 
 
（2015 年 7月 17日現在） 
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